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Ⅰ 組織の概要 

  １．鉄道機器㈱会社概要 

    業種分類                    ４ろ：機械・装置等製造業 

    事務所名及び所在地      本社        東京都中央区日本橋本石町 4-6-7 

                                   富山工場      富山県高岡市福岡町下蓑 1151 

                    大阪営業所      大阪市北区豊崎 3-20-9 

    資本金            ７５百万円 

    従業員数           １１６名  

    敷地面積           富山工場      ３７，２３９㎡ 

    建屋面積           富山工場      １２，８３８㎡ 

    代表者            代表取締役社長  吉田 晃 

    

２．エコアクション２１環境経営システム 代表者 

    代表取締役社長       吉田 晃 

    

３．環境管理責任者 

    富山工場総務課長       赤江直人 

    

４．環境事務局及び連絡先 

    富山工場総務課長       赤江直人   電話 ０７６６－６４－３０６１ 

                         ＦＡＸ ０７６６－６４－２０６７ 

  ５．事業活動 

    鉄道用分岐器類の設計、製造及び販売 

        
                     

 

 

 

 

シーサース分岐器仮組

立 
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Ⅱ 対象範囲 

 

  １．対象組織    全事業所 

         エコアクション２１環境経営システム組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   環境責任部門の長 

   ●本社総務部長 

    梅岡敦司 

   ●富山工場長 

    永原正己 

   ●大阪営業所長 

    川口康則 

  

 ２．対象活動 

   鉄道用分岐器類の設計、製造及び販売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部 推進員 

     

 

  推進員 営業部 

技術部 

総務課 推進員 

   

製作課 

営業課 

設計課 

倉庫課 

品質管理課 

 

ＥＡ２１代表者 

社長 吉田 晃 

環境管理責任者 

赤江直人 

ＥＡ２１事務局 

赤江直人 

 

本 

 

 

社 

 

 

富 

 

 

山 

 

 

工 

 

 

場 

 

 

大阪営業所 推進員  
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Ⅲ 環境経営方針 

 

 

環境経営方針 

 

 

《基本理念》 

 

    私たちは、鉄道用分岐器類の設計、製造及び販売の事業活動を行う 

 

    に当たって、環境管理体制を整備し、社会的責務である環境保全に 

 

    積極的に取り組みます。 

 

 

《環境経営方針》 

 

    １．環境関連法規制及び利害関係者との同意事項の遵守 

 

 

    ２．環境保全活動の具体的展開及び継続的改善 

 

      ①二酸化炭素排出量の削減 

 

      ②廃棄物排出量の削減 

 

      ③水資源の節減 

 

      ④化学物質使用量の削減 

 

      ⑤環境に配慮した製品の販売 

 

 

    ３．本方針を実施し、維持するとともに、社員等にこれを周知する。 

 

 

       ～環境経営レポートは社外から要求があれば開示する。 

 

 

 

改訂 ２０１８年１０月１日 

               鉄道機器株式会社 

               代表取締役社長 

               吉田 晃  ㊞  
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Ⅳ 環境経営目標 

  １．環境経営レポートの作成単位 

    環境負荷は、富山工場が大半（約 99％）を占めている。 

    従って、環境経営レポートはサイト別ではなく、会社全体について作成する。  

 

  ２．環境経営目標 

    基準は第８３期実績  

    消費原単位を売上とする。８３期売上 2,733百万円 

８７期売上 2,590百万円                                                                                                    

  

環境目標／消費原単位 

比率 

第 83 期 

基準値 

100% 

第 84 期 

目 標 

99% 

第 85 期 

目 標 

98% 

第 86 期 

目 標 

97％ 

第 87 期 

目 標 

96％ 

第 88 期 

目 標 

95％ 

① 

 

ＣＯ₂排出量の削減  Kg-CO₂ 

Kg-CO₂／百万円 

1,122,607 

410.76 

 

406.65 

 

402.54 

 

398.44 

 

 

394.33 

 

 

390.22 

 

② 

 

産業廃棄物排出量の削減 Kg 

Kg／百万円 

21,226 

7.767 

 

 

7.689 

 

 

7.612 

 

 

7.534 

 

7.456 

 

7.379 

③ 

 

一般廃棄物排出量の削減 枚 

コピー用紙使用量の削減  枚/百万円 

429,225 

157.05 

 

 

155.48 

 

 

153.91 

 

 

152.34 

 

 

150.77 

 

 

149.2 

 

④ 

 

水資源の節減  ㎥ 

㎥／百万円 

24,631 

9.012 

 

 

8.922 

 

 

8.832 

 

 

8.742 

 

 

8.652 

 

 

8.561 

 

⑤ 

 

化学物質使用量の削減 ㎏ 

Kg／百万円 

294.06 

0.108 

 

 

0.107 

 

 

0.106 

 

 

0.105 

 

 

0.104 

 

 

0.103 

 

⑥ 環境に配慮した製品の販売 個 

(ｵｲﾚｽ床板・ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ床板) 

770 898  

     

   

 

注１：目標値のＣＯ₂排出量の算出に用いた購入電力の実排出係数 

  東京電力  0.491 kg-CO₂/kWh   本社 

  関西電力    0.496 kg-CO₂/kWh  大阪営業所 

  北陸電力    0.615 kg-CO₂/kWh   富山工場 

    H29.7.14公表の調整後排出係数とする。 

 

Ⅴ 第 87期 環境経営計画  

  １．温室効果ガス総排出量削減（ＣＯ₂排出量の削減） 

    ①効率的な生産活動による電気使用量の削減  

 ②集中作業励行によるＬＰＧ、Ａ重油の削減   

③建屋外気との遮断に注力し暖房用の灯油使用量の削減  

④効率的な運搬作業に注力し軽油使用量の削減  

⑤効率的な運搬、送迎に注力しガソリン使用量の削減 

 

  ２．産業廃棄物排出量削減 

    ①廃油排出量の削減   

②鋼クズ発生量の低減 

 レール仕損率の減少   

③廃プラスチック発生の削減 

 合成まくらぎの仕損率の減少 
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    ④木クズ発生の抑制 

          購入品の梱包材の減量化 

     木まくらぎの仕損率の減少   

⑤その他廃棄物の削減  

 分別の徹底  

 ⑥分別基準の周知 

３．水資源使用量節減 

    ①上水道使用量の節減  本社、大阪及び富山工場 

     富山工場事務所は上水道使用（平成 26年 2月使用開始） 

    ②地下水使用量の節減  富山工場 

  ４．一般廃棄物排出量削減 

 ①コピー用紙の使用量の節減（リデユース） 

両面印刷奨励、回覧奨励、印刷部数の節減 

②排紙の裏面の活用（リユース） 

 ③機密書類の溶解処理及びシュレッダーによる自前処理（リサイクル） 

  ５．化学物質使用量の削減 

    ①化学物質の含有率が少ない有機溶剤の使用の検討 

    ②新たに管理対象となった化学物質については、含有の少ない材料への切り替え 

  ６．環境に配慮した製品の販売の促進 

    ①省力化床板等の販売促進                

Ⅵ  第８７期 環境経営目標に対する実績 

 基準及び環境目標 

/消費原単位（売上） 

達成状況 

第 82期 

実績 

～参考～ 

基準値 

第 83期 

  実績 

第 87期 

年次目標 

a 

第 87期 

実績 

b 

評価 

（目標値との差異） 

ｂ-ａ 

○…達成 ×…未達 

① 

 

ＣＯ₂排出量の削減 

Kg-CO₂／百万円 

433.7 410.76 394.33 361.97 

 

-32.36 

○    

② 

 

産業廃棄物排出量の削減 

㎏／百万円 

8.865 7.767 7.456 9.515 2.059 

×   

③ 

 

一般廃棄物排出量の削減 

コピー用紙使用量の削減 枚／百万円 

152.45 157.05 150.77 177.62 

 

26.85 

×  

④ 水資源の節減 

㎥／百万円 

8.896 9.012 8.652 10.144 1.492 

×   

⑤ 

 

化学物質使用量の削減 

㎏／百万円 

0.091 0.108 0.104 0.096 

 

-0.008 

○    

⑥ 環境に配慮した製品の販売 個 

（ｵｲﾚｽ床板・ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ床板等） 

 770  358 

 

－327 

推進中       

         

                 

 

① ＣＯ₂排出量 

※ 左縦軸は環境負荷実績 
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  総合評価（第 87期） 

① 達成：売上減少による実働時間減少は電力使用量を抑える結果となった。工場建屋の蛍光灯は 

順次ＬＥＤに交換。本社移転で面積は 1.5倍に増床、本社の使用電力は増加。会社全体 

としては節電意識も定着し、総じて電気使用量は 7期連続減少した。 

（ＣＯ₂排出量の消費エネルギーのうち約６割以上が電力） 

② 未達：産業廃棄物の約 6割が木クズだが、工場の 5S運動実施により、過去の不要物を見直して 

   廃棄処分行ってきており、売上減少以上に混合廃プラスチック、木クズ処分を行った。 

③ 未達：工場では５S運動を行い周知文書の配布でコピー用紙の使用増加、本社については、海外案件等 

       に伴うコピー用紙使用枚数増加、大阪は人員増加に伴いコピー用紙使用枚数増加等で総使用枚

数は増加。また、工場事務所の片付けによる紙類（機密書類）の処分量は増加した。 

④ 未達：工場のある富山県では 1月は相応の積雪があり、融雪水として地下水を使用。売上減少とは 

   関係性が少ない面もあって、比率的には前期より未達幅は大きくなった。 

⑤ 達成：総じて受注減少でサビ止めも使用量も少なく、目標をクリア。 

⑥  －：顧客意向による受注次第であり、結果として前期を下回る販売実績となった。 

 

 

Ⅶ 第 87期 環境経営計画の取組結果とその評価、次期の取組内容 

 １．温室効果ガス総排出量削減（ＣＯ2排出量の削減） 

  ① 電気使用量の節減 

    ・不要時（昼食時間等）の消灯徹底、空調温度の２８℃夏・２０℃冬厳守 

    ・平成２６年１月に竣工した富山工場事務所はＬＥＤ照明を全面的に採用した。 

    ・工場建屋の蛍光灯のＬＥＤ化を進めており効果は大きいが、電気料金単価上昇で料金は増加。 

    ・本社事務所移転後、昼間は消灯を励行。 

② 化石燃料使用量の削減（製品品質に直結する化石燃料） 

    熱処理・溶接・鍛造作業が必要な受注対応であるが、効率的な生産に努め使用量減少に努める。    

  ③ 化石燃料使用量の削減（製品品質に関連しない化石燃料） 

    冬期の建屋内への寒気遮断等によりストーブ用灯油の節約を励行、厳冬となり灯油使用量は 

前期比並の実績となった。 

  ④ ガソリン用フォークリフトの使用制限 

軽油用フォークリフトを優先使用しているが、軽油使用量は前期並みで推移。 

 評価 

① コンプレッサーのエアー漏れ点検を行い、速やかに修繕を行っている。また、工場建屋の蛍光灯の 

ＬＥＤ化を順次進めており、工場使用電力量は減少した。デマンド計器の設置により、 

電力の使用実態（月別、日別、時間帯、気温との関係）が「見える化」された効果大。 

 

 

② 産業廃棄物排出量 

③  
※ 左縦軸は環境負荷実績 
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  次期の取組内容  

① 引き続き使用電力の「見える化」のため設置したデマンド計器を上手く活用し、使用料金を 

抑えることに繋がる電力使用時間帯（例年ピークとなる 2月を抑える）を分析していく。 
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82期より電気使用量 ▲300,926kWh減

北陸電力排出係数 0.615 CO2/kWh

ＣＯ2排出量 185t 減少

82期 電気使用量

1,252,542 kWｈ

87期 電気使用量

951,616 kWh

スギ人工林１ヘクタール（40年生1,000本）が

１年間で吸収する二酸化炭素量は約8.8t
（林野庁発表）

よって185t÷8.8t≒21年分相当CO2削減
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 ２．産業廃棄物排出量削減のための取組 

① 5S運動を展開する中で「廃棄物の分別・分類及び用具保管マップ」（後述記載）を作成し周知。 

評価 

① 発生した鋼クズは、ほぼ 100％リサイクルした。 

② 産業廃棄物に木クズの占める割合が大きいが、今期については OJTによる５S運動の実践により、不

要物の整理・整頓から始まり、木クズもあるが、各建屋内に放置されていた異物を混合廃プラスチ

ックとして大量処分した。木クズについては、木パレットが 7割以上を占めている。 

次期の取組内容 

① ５S運動を継続していく中で、過去の不要物は概ね一掃されたと思われる。但し、今後は 

導入時から必要なモノのライフサイクルコストを考えた活動が大切である。 

② 工場に来場した役員等は産業廃棄物置き場等をパトロールし、課題あれば環境管理責任者に報告。 

廃木パレットをバイオマス発電業者の熱源として引き取りして貰う方向で検討中。また、木パレッ

ト自体を当社が使い回しできるような企画・寸法にして貰えるよう納入（梱包）業者に改善を要請。 

３．一般廃棄物排出量削減のための取組 

① 5S周知のためのコピー用紙の使用や本社は海外案件に伴う紙類の増加、大阪では人員の増加も 

あり新規受注案件も含めコピー用紙の使用量増加等、削減に向けた意識とは別に排出量は増加した。    

② 印刷の裏面利用や両面印刷を推進した。 

③ 引き続き、保管切れ記録類の裏面利用も図った。 

④ 廃棄する機密文書類の溶解処理（リサイクル化）を全社展開することとしている。 

⑤ 工場においては経費面も考え機密文書をシュレッダーで自前処理を行っている。 

   評価 

① 社内向け文書は、排紙の裏面を利用することが定着している。 

② 廃棄する機密文書類の溶解処理、シュレッダーによる自前処理が定着している。（リサイクル） 

③ コピー用紙の使用量の削減は、一般廃棄物の減量化に欠かせない施策であるが、５Ｓ運動の周知徹

底を図り着実に実行していく。 

次期の取組内容 

 ① 第 87期と同様 

４．水資源使用量節減のための取組 

① コロナ禍にあって手洗いの励行による水道使用量は増加傾向。食器洗浄の際は水を出し放し 

にしない。 

② 地下水汲み上げポンプにタイマーを取り付けし、作業に合わせた対応としている。87期については 

雪の影響で工場内融雪のために地下水を使用。結果として水資源使用量は増加した。 

   評価 

① コロナ禍の終息は見通せないが、「新しい生活様式」の中で手洗い励行は今後も続けるべき 

習慣となるものであり、水資源の節約は常に意識して取り組んでいく必要がある。 
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② ポンプにタイマー設置は水資源の節約に加え、電気使用量にも繋がるものであり電気料金 

  値上げのコスト意識も含め継続対応していく。 

   次期の取組内容  

① 第 87期と同様 

５．化学物質使用量削減のための取組 

    ①化学物質 

 有害物質の少ない錆止めを納入業者と連携し全面的に使用しており、他の塗料も改善を検討する。 

 本錆止めについては、協力会社にも支給しており環境にやさしい体制を広げている。 

    評価 

① 有機溶剤、塗料を使用して作業する建屋は化学物質のリスクアセスメントを実施し労働安全衛生

法を遵守。売上減少するも、職場改善活動による安全のための表示板や色別の明示多く作成し、

かなりのスプレー缶塗料使用した結果、化学物質使用量は前期比増加した。     

次期の取組内容 

① 引き続き、管理対象となる化学物質の含有が少ない有機溶剤の改善を行っていく。 

② 令和 3年 4月から溶接ヒュームが新たに特化則の特定化学物質に指定。健康障害防止措置が必要

となり、業者に測定を依頼し現状使用の保護具対応で問題ないことを確認している。 

６．環境に配慮した製品の販売のための取組 

    ① 写真（第 7回鉄道技術展）のように、環境にやさしい製品も取扱っています。 

      また、鉄道事業者と協力して鉄道用分岐器の設備故障防止と省メンテナンス化を目的として 

      棒ばねやボルトレスガードの開発を行っています。 

    評価 

① 顧客の注文次第であるが、前期より販売個数は減少した。 

次期の取組内容 

① 引き続き省力化床板の販売に取り組み実績を検証していく。 

       

 

７.その他環境関連活動 

    ① 食品ロス削減のため、コスト意識を高め工場社員の昼食の給食需要予測の正確な把握に 

      努めている。 

② 鋼クズの徹底回収によるリサイクルの推進の継続実施。 

③ グリーン購入の推進の継続実施。 

④ リモート立合い検査や WEB 会議（Teams 及び Zoom を利用）、リモート接続

（RemoteView）によるテレワークは人の移動に伴うＣＯ2 排出量の抑制となっ

ている。 

⑤ 防火・避難訓練 

工場では自衛消防隊（10名）を編成しており、年 4 回放水訓練を実施。消防

ポンプの作動状態を定期的に確認しています。（出初式） 

                     

省力化床板とは： 

ポイント転換時に底部が摺動する際の摩

擦力を軽減するために開発したもの。従

来品は、定期的に駅員が床板の摺動部

に潤滑油を塗油しており、環境面でも好

ましい影響を与えていなかった。 

 

リモート立合い検査 
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   ⑥ ＣＳＲ活動 工場に献血車入場し年 2回（春・秋）社員による献血協力運動実施。 

   ⑦ 工場では職場改善活動（5Ｓ運動+安全）に加えて、令和 3年 1月「健康企業宣言」を行い、 

     10月「健康企業宣言 Step1」の認定を受け、社員の健康面からの職場環境も整備されています。 

⑧ エコピープル（エコ検定試験合格者）は、現在総数 10名となっています 

Ⅷ 環境関連法規制等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに苦情、違反、訴訟等有無 

１．関係法令等 

 環境関連法規制等名称 遵守状況 確認 

1 水質汚濁防止法／浄化槽法 ①高岡市との公害防止協定は遵守 適正 

2 騒音規制法 ①高岡市との公害防止協定は遵守 適正 

3 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 

 

①産業廃棄物処理の委託契約書の締結 

②産業廃棄物管理票の報告 

③産業廃棄物の保管場所の看板設置 

適正 

4 高圧ガス一般則 高圧ガスの貯蔵及び消費の規制 適正 

5 有機溶剤中毒予防規則 労働安全衛生法関連 適正 

6 エネルギー使用の合理化に関する 

法律（省エネ法） 

①当社の原油換算消費量は、年間 1500KL 

  未満のため報告義務はありませんが消費

量の低減に努めています。 

適正 

7 特定化学物質の環境への排出量の 

把握等及び管理の改善の促進に関す 

る法律（ＰＲＴＲ法） 

① 全体の取扱量でも、年間 247.5kgで 

報告義務はないが取扱量の低減に努めて

いる。 

対象物質の低濃度の材料を使用 

適正 

8 消防法（火災、危険物） ①法令順守 適正 

9 労働安全衛生法 ①安全衛生管理者の選出・届出 

②安全衛生委員会の開催 

③化学物質リスクアセスメントの実施 

適正 

10 国等による環境物品等の調達の推進 

に関する法律（グリーン購入法） 

①カタログのエコ商品の優先購入 

②エコマーク用紙の優先購入 

適正 

11 高岡市廃棄物の減量化、資源化及び 

適正処理等に関する条例 

①事業系一般廃棄物が対象となる。 

②発生量の計画書（前年度実績を含む）提出 

適正 

12 都民の健康と安全を確保する環境に 

関する条例 

①適合車による納品 適正 

13 大阪府グリーン配送実施要領 ①適合車による納品 適正 

14 公害防止協定（高岡市福岡町） ①水質汚濁防止  

②騒音防止策 

③工場内の緑化等の環境整備 

適正 

15 

 

 

 

 

16 

 

事業者としての責務関連 

①環境基本法 

②特定特殊自動車排出ガスの規制等 

 に関する法律（オフロード法） 

③地球温暖化対策推進法 

フロン排出抑制法 

①業務用空調機器も対象 

 工場新設事務所のエアコン 

②工場内スポットクーラー 

事業者としての責務 

○公害防止 

○廃棄物の適正処理 

○リサイクルの推進 

○行政への協力 

事業者としての責務 

①報告対象規模に達していないが、フロン類 

 の管理の適正化に努めている 

②定期的異常の有無を確認  

適正 

 

 

 

 

適正 

２．評価の結果 

法規制等は適正に処理・管理している。 
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３．苦情、違反、訴訟等の有無 

    過去５年間ありません。 

      
 

Ⅸ 代表者による全体評価と見直しの結果 

  １．代表者が確認した情報 

   ① 第 87期環境経営目標達成状況報告書（様式 4-3） 

     第 87期環境不適合是正処置報告書（様式 10-3） 

② 第 87期環境経営計画実施状況報告書（様式 4-6） 

③ 環境審査指摘処置報告書（様式 12-5） 

④ 内部環境監査報告書（様式 12-4） 

⑤ 環境法規制等遵守状況報告書（様式 3-1） 

   ⑥ 環境経営レポート（第 87期）                                        

２．代表者による評価 

   ① 環境経営計画の取組状況 

令和３年から工場で取り組んでいる５Ｓ運動、改善活動の中で、整理・整頓・清掃により不要物の

仕分けを行い、かなりの廃棄処分を行なった。この活動により社員全員が、当事者意識を持って職

場環境の整備に取り組むことができた。職場環境の整備が定着してきたので、今後は、環境保全に

もさらに関心を持ち活動に取り組んでいきたい。 

② 環境経営目標達成状況 

コロナ禍の影響で鉄道事業者から受注は 2年連続ダウン。前述の通り、5S運動による職場環境の改

善活動に真剣に取り組んだ結果、前期に引き続き大量の廃棄物を処分することとなり、廃棄物削減

は一時的に大きく増え目標と乖離することとなった。水資源の節減については、冬場の融雪水次第

によるところが大きく、残念ながら目標未達となった。 

工場建屋の工場の蛍光灯のＬＥＤ化による電気料の削減効果が大きいが、残る建屋も順次ＬＥＤ化

を図る中で、設備投資効果に加え、節電の工夫も更に高めていきたい。 

８７期は結果として、環境経営目標 5項目中 2項目の達成に終わった。 

コロナ禍、世界情勢やエネルギー問題など、外部環境の大きな変化も踏まえ 88期中に中期計画（5

ヶ年）を策定し、新たな目標に全社で取り組みたい。 

   ③ 内部環境監査結果 

     内部監査は適切に行われている。今後は、環境社会検定試験合格者をＥＡ21環境活動推進員に指定

するなどして、個々人の意識を高め活動のすそ野をさらに広げていってほしい。 

   ④ 環境法規制等遵守状況 

     法令等の遵守は会社の社会的義務である。法に則っていることが確認され苦情等もなかった。今後

とも確実に実施し、社内、社外の安全衛生を守っていって貰いたい。      

⑤ 定期審査結果 

     環境ニュース等で審査人からの評価を社員に周知するとともに、改善事項については適切に対応さ

れていた。            

  ３．代表者による改善指示 

   ① 環境経営計画作成について 

        ５Ｓ運動の定着を図り、環境保全にも配慮することがコスト削減にも繋がるものであり、当社の経営基盤の強

化に資するものである。８８期に新たな中期計画（５ケ年）を作成し活動のレベルアップを図りたい。 

② 当社の協力会社や取引先について 

当社の協力会社や取引先にも、当社の環境経営の取組に理解を求め、それぞれの会社での活動について

情報収集や働きかけをしていきたい。 

5月～8月まで、QCサークル 

単位で工場美化運動として、

花壇コンクールを行っていま

す。ﾌｧｲﾔｰｻｰｸﾙが、最優秀

賞で 2連覇となりました。 
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5S運動 

      

 

 

 

      


